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各   位 
会社名 伯東株式会社 
代表者名 代表取締役社長執行役員 宮下 環 
 （コード：7433、東証プライム市場） 
問合せ先 経営企画部長  高橋  雅巳 
 （TEL 03-3225-8931 ） 

 
 

「2030 ビジョン」及び新中期経営計画「Hakuto 2028」策定に関するお知らせ 
 
当社は、2030 年のありたい姿を示す「2030 ビジョン」、そして 2025 年度から 2028 年度を計画期間と

する新中期経営計画「Hakuto 2028」を策定しましたので、下記の通りお知らせいたします。 
 

記 
 
1. 2030 ビジョンについて 
 
当社は、新中期経営計画における目指す姿として、2030 ビジョン「顧客の進化を加速させるイネーブ

ラーとしてかけがえのない存在になる」を策定しました。 
当社は、顧客起点で課題解決を考え、これまで培ってきた技術力という強みに加え、発想力・構想力、

そして高い熱量を持ち、問題解決に向けた共創をリードすることで、顧客の事業成功と事業成長に必要な

価値を提供する企業＝イネーブラーとしての役割を拡大していくことで、ビジョンの実現を目指してま

いります。 
 
2. 新中期経営計画「Hakuto 2028」について 
 
当社は、エレクトロニクスとケミカルの 2 つの事業領域、そして商社とメーカー機能を併せ持つハイブ

リッド企業として、中長期的な成長拡大と新たな価値創出を目指すため、2028 年度を最終年度とする新

中期経営計画「Hakuto 2028」を策定いたしました。世界的な物価・資源高、半導体の戦略物資化など、

世界情勢の不透明性は高まっておりますが、AI 関連及び半導体製造に対する様々な投資活動を中心に、

エレクトロニクス業界は引き続き高い成長が見込まれております。また、当業界で求められる商社の役

割・機能が変化し、その存在意義が改めて問われております。このような事業環境の下、当社グループな

らではの提供価値を追求し、顧客からかけがえのない存在として信頼を確立するため、この中期経営計画

をマイルストーンとして位置付けております。 
 
2030 ビジョン及び新中期経営計画の詳細については、添付資料をご参照ください。 
 

 
以  上 
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ビジョン：2030年に目指す姿
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顧客の進化を加速させるイネーブラーとして

かけがえのない存在になる

お客さま起点で提供価値（モノ・サービス）を向上。
課題解決に中心的な役割を果たし、進化を支える。
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前中期経営計画の振り返り

Part.1
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6

1,349

1,571

1,978

1,442 1,429 

190

216

227

265 272 109

123

126

107 107 1,654

1,914

2,336

1,820 1,831 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

21.3 22.3 23.3 24.3 25.3

（億円） （億円）売上高 営業利益

※1 26.3期からケミカル事業にセグメント名称変更
※2 その他事業：太陽光発電事業

Change & Co-Create2024Change & Co-Create2024

電子部品事業 電子・電気機器事業 工業薬品事業 その他事業
（※2）（※1）



前中期経営計画の振り返り（重点戦略）
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重点戦略 達成度 取り組み・成果

高収益事業への資源の投下 ○ • 各事業部門で事業ポートフォリオの見直し

部門横断の情報・技術連携による
価値創造 ○

• デバイス＆ケミカル部門共同で、 AI/IoT ソリューション拡販

• 事業部門間＆管理部門横断で、新中計に向けた種まき開始

業務改革実現を加速させる

DX戦略 〇
• バックエンドDX ：約９00時間の作業時間削減を実現

• 2025年3月に「DX認定」（経済産業省が認定）を取得

外部との協業およびM＆A ◎
• 2024年9月に株式会社クリアライズを子会社化

• 材料・環境分析事業を拡充・強化

外部資源との連携
（オープンイノベーション) ○

• 2024年７月 エネコート・テクノロジーズ株式会社と資本業務提携、ペロブスカイト太
陽電池販売協業開始



当初基本方針の通り、配当と自己株式取得により総還元性向100％を実現

株主還元
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新中期経営計画 Hakuto 2028

Part.２



外部環境の変化
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マクロ環境 機会

リスク

AI技術の
普及・拡大

半導体の
戦略物資化

人口減による
様々な自動化

石油＆紙削減
環境意識高

自動車
100年に一度の

変革

世界的な
物価・資源高

半導体は引き続き高い成長率を維持(CAGR 7%～)
用途：車載・産機・各種インフラ等

国内の半導体製造設備の投資に、引き続き高い期待感

• 技術の進化による新たな競合の出現

• 既存技術や価値のコモディティ化、陳腐化の進行

• 半導体業界で求められる商社の役割・機能が変化。
その存在意義が改めて問われる

代替エネルギー・環境対策（水・空気）領域で
新たなビジネス機会創出

半導体需要の継続・拡大と環境＆エネルギーへの更なる意識の高まりで、環境変化のスピードが加速



急速な技術革新による
購買行動の変化（所有→利用）

市場のブロック化による
ニーズの多様性加速

パーソナライズされた
体験価値への高い要求

より複雑化した課題解決に直面する顧客は、取引先に対してより複合的な価値提供を求める

顧客を取り巻く環境変化と当社の役割
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⚫ モノ＋モノ
機能を統合し、複雑な課題に応える

⚫ モノ＋サービス
体験価値をデザインし、実現する

⚫ モノ＋最先端テクノロジー

潜在課題に挑む、未来志向の共創

グローバルレベルの
競争力強化のための

水平統合・アライアンス推進

選択と集中による
事業ポートフォリオ変革

刻々と変化する
地政学課題への対応

最新技術への深い理解と
製品への早期適用の両立

これまでとは異なる
新たな競合出現

顧客
（メーカーなど）

顧客の顧客

取引先から仕入れた価値を

自ら組み合わせ、商品・製品を提供

取引先から仕入れた複合的な

価値を活用しながら、

複雑化する課題の特定と

その解決にリソースを集中

1つの商品・製品を軸とした提案

商品・製品とソリューションを

組み合わせた複合的な価値提供

こ
れ
ま
で

今
後

情報の早期コモディティ化

技術革新によるバリュー
チェーンのショートカット化

M&A・統合による機能拡張
新たな成長領域への参入模索

事
業
環
境

業
界
動
向

（顧客から見た）

取引先

組み合わせイメージ

エレクトロニクス

ケミカル

グローバル基準への加速と
商習慣の変化

レベルアップしていく
環境基準への適用

外部資源を活用した
イノベーション強化

購買ニーズの急速な変化



サプライヤーとの強固なつながり

⚫ 半導体･理化学機器･プリント基板関連業界で65
年間の実績

⚫ ISO9001をベースにした、高いサービス･品質
体制を提供

当社の強み
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専門性の高い技術サポート

メーカーと同等程度の技術力・専門知識が備わって

いる人材が、設計･開発からアフターサービスまで一

貫した技術サポートを国内･海外で提供

⚫ 当社が日本でNo.１の販売代理店という商材が
多数

⚫ 半導体デバイスでは売り上げ全体の約80％が
No.1商材、No.1相当の商材

※24.3期実績ベース

サプライヤーごとに専任を置き、強固な関係性を構

築。サプライヤーの協力・連携と深い製品理解が顧客

の課題解決に寄与

2つの領域×2つの機能

エレクトロニクスとケミカルの2つの領域それぞれに

商社機能とメーカー機能を有し、多様な顧客ニーズ

に対応

メーカー機能

商社機能

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
領
域

商社機能

ケ
ミ
カ
ル
領
域

ケミカル事業

電子部品事業
電子・電気機器

事業

メーカー機能

No.１商材

フィールド･
サービス･
エンジニア

フィールド･
アプリケーション･
エンジニア

電子・電子機器事業 電子デバイス 電子部品

独立系商社

創業来、独立系のエレクトロニクス専門商社として地
位を確立。仕入先、販売先いずれにも自由度高く関係
構築でき、幅広い商材・ソリューションの提供が可能

70％ エンジニア比率 エンジニア比率

No.１相当の商材

10％弱
半導体
デバイス
売り上げ

50%超 20%超

誠実な社風

顧客やサプライヤーなどステークホルダーに対して真
摯に向き合おうとする姿勢は、当社の社風。顧客満足
度調査では“誠実さ”を評価する声が多い



当社ならではの提供価値を追求し、顧客から代えがたいイネーブラーとして揺るぎない信頼を確立

ビジョン：2030年に目指す姿
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Shared Value

ビジョン実現に向けて

組織・社員が大事にする価値観

逆算思考

思いやる、
高め合う

“つなぐ”を
リードする

社是

不変の理念

ビジョン

2 0 3 0年に目指す姿

伯東は、顧客の進化を加速させる
イネーブラーとしてかけがえのない存在になる

High-Value

Humanity
High-

Technology

顧客を進化させる
価値提供

人のこころを
熱量で動かす 最先端技術を追求し、

技術、情報を知見として
提供する構想力・発想力

われわれは、

社業の正しい営みを通し、

国内産業ならびに

国際貿易の発展に寄与し、

併せて人類社会の

平和と幸福に

貢献せんとするものである。



顧客とのつながりを深化させ、ニーズを深掘りしながら社内外の垣根を超えて複合的に価値提供

顧客の進化を加速させるイネーブラー
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社外ネットワーク

2つの領域×2つの機能

専門性の高い技術サポート

サプライヤーとの強固なつながり

顧客

エレクトロニクス

エレクトロニクス

インフラ

産業機械

自動車

半導体・
プリント基板

大学・官公庁・
研究機関

ケミカル

石油・石油化学

化粧品

紙・パルプ

水処理・
ボイラ処理

自動車

顧客とのつながりを
強くする・
接点を増やす

顧客課題を解決する
ための複合化

サプライヤー

グループ会社

クライアント

研究機関

パートナー

独立系商社

High-Value

Humanity
High-

Technology



新中期経営計画の位置づけ
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前中期経営計画 中期経営計画

Hakuto 2028 2030年に
目指す姿

顧客の進化を加速させる

イネーブラーとして

かけがえのない存在になる

2025.4～2029.3

顧客優位で
価値の向上に取り組む

• 価値の複合化と新規創出

• 事業戦略を加速する人材確保とＤＸ投資

• 積極的な成長投資と安定的な株主還元の両立

事業構造の変革を実施

• 高収益事業への集中的な資源配分

• 低収益事業の徹底的な効率化

2021.4～2025.3

Change & Co-Create2024



提供価値の高度化と複合化により、成長性と収益性を高めていく

経営目標
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1,831億円

1,429億円

272億円

107億円

3.8%
（為替影響除く）

7.8%

総還元性向 95％

2,500億円以上

1,８５0億円

４３０億円

1７0億円

4.0%以上
（為替影響除く）

10%以上

配当性向 65～75％
加えて下限値DOE 5%

売上高

電子部品事業

電子・電気機器事業

ケミカル事業

営業利益率

ROE

株主還元

2025年3月期実績 2029年3月期目標

成長施策の粗利益貢献率 － 30％

※ 工業薬品事業からケミカル事業にセグメント名称変更（26.3期から）

（※）



エレクトロニクスは成長性と効率性を追求、ケミカルは成長領域シフトへの先行投資を実行

事業別ポートフォリオの変化
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売
上
成
長
率
（％
）

工業薬品事業

※ 営業利益は中計最終年度の実績(為替除)及び目標額

ROIC（％）

電子部品
事業

電子・電気機器
事業

※円の大きさ＝営業利益

前中計期間の平均値 新中計期間の平均値

• 新中計では、売上は既存事業の深化施策により、前中計比で
成長を見込む

• ＲＯＩＣも、在庫管理の効率化投資により運転資本を抑え、改善
を見込む

電子部品事業

• 前中計では高い成長を実現していたが、新中計でも引き続き
旺盛な需要を取り込み成長を目指す

• 新中計ではポートフォリオの更なる拡充と、商品・製品への付
加価値を高度化し、提供価値を拡大

• 前中計で投資・開発したオリジナル（自社）の製品・サービスの
市場投入・刈り取り

電子・電気機器事業

• 前中計最終年度となる24年度は化粧品基材の販売不調によ
り低迷

• 成長領域開発にリソースをシフトし売上拡大を加速。プロダクト
ミックスを変化させるため、新技術獲得への投資を強化

ケミカル事業



基本方針と3つの戦略
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事業戦略

⚫ 顧客課題に応じたソリューションの複

合化

⚫ 全社横断組織で加速する新規事業の

創出とスケール化

⚫ M&A･資本提携による新たな価値の

獲得

基盤強化戦略

⚫ イネーブラーを体現する人材の確保

と育成

⚫ 効率化と提供価値の向上を両立する

DX

財務・資本戦略

⚫ 成長と還元のバランスを重視した

キャピタルアロケーション

⚫ 資本コストを意識した経営の推進

⚫ DOEの導入による安定的な株主還元

顧客優位で価値の向上に取り組む

基本方針

価値の複合化と新規創出 事業戦略を加速する

人材確保とＤＸ投資

積極的な成長投資と

安定的な株主還元の両立



抱えている課題顧客

新たな研究・開発 新たな情報・技術の
キャッチアップ

バリューチェーンの強化安定した生産と調達

商材・サービス・技術を柔軟に組み合わせ、顧客の商品開発やバリューチェーン強化に貢献

顧客課題に応じたソリューションの複合化

20

事業戦略① 基盤強化戦略 財務・資本戦略

商材＋商材
商材＋導入＆
アフターサービス

商材＋情報
(技術・SCM・IT)

エレクトロニクス技術
＋ケミカル技術
＋分析技術

ソリューション

課題に合ったソリューションを提供 課題を
解決

商品企画 評価 調達 製造 マーケティング・販売開発・設計バリューチェーン



半導体パッケージ関連製品のラインアップ強化で海外企業を開拓

顧客課題に応じたソリューションの複合化

21

事業戦略① 基盤強化戦略 財務・資本戦略

商材＋導入＆ アフターサービス

自社開発のパッケージ基板製造向け製品を国内外で販売

海外企業への

拡販を強化

日本

半導体製造プロセス(前工程) 半導体製造プロセス(後工程)

最終検査パッケージングなどウェハ検査電極形成成膜〜回路形成ウェハ製造

200台超

海外（台湾、中国、韓国）

パッケージ基板

ステッパー
LS-320HR

ラミネーター
Mach630NP

基板冷却装置
CCLシリーズ

ドライクリーナー
PTHシリーズ

プレヒーター
THBシリーズ

累計販売台数

今後の取り組み

製品ラインアップの拡充

装置＋αの提案

半導体後工程自動化・標準化技術研究組合

（SATAS）に正式加入し、研究開発に関与

これまでの装置ラインアップ＋αの製品群で

顧客単価の向上と新規顧客獲得を狙う

300台超

次世代ステッパー

次世代ラミネーター

非接触ドライクリーナー

ホットプレート乾燥炉

2流体ジェットクリーナー EFEM対応マテハン

ウェットブラスト

ABF用オートピーラー

ビア＆パターン検査

DI露光装置



エレクトロニクス&ケミカルの強みを活かした工場向けソリューションとして開発

顧客課題に応じたソリューションの複合化
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事業戦略① 基盤強化戦略 財務・資本戦略

顧客（メーカー）が
抱える課題

エレクトロニクス

AI泡検知システム
• 水槽表面をカメラで監視し、事前に状態を学習させたAIモデルの推論
により泡状態を判別

• 泡が多い状態だと判別した場合、自動的に薬剤を投入し、泡を除去

• 人間の判断で行っていた作業をAIの使用により自動で制御できるシス
テム。生産性向上、事故率低減に寄与

エレクトロニクス商材に対
する目利きと技術知見を
駆使した組み込み力

ケミカル

ケミカルメーカーとして顧
客の抱える課題発見力と

解決力

カメラソリューションによる

工場排水の環境問題や
泡による設備汚染

人の介在削減による
作業効率の改善に伴う

生産性向上

危険環境下での
作業の自動化

工場

撮影データ

無線によるカメラ映像の
遠隔制御と確認、警告の
表示や自動制御

伯東AI BOX

A
I

撮影データを分析し
AI推論で泡状態を判別

監視

エレクトロニクス技術 ＋ ケミカル技術 ＋ 分析技術



事業開発に特化した専任組織を新設、創発を促す

全社横断組織で加速する新規事業の創出とスケール化

23

事業戦略② 基盤強化戦略 財務・資本戦略

現状 2025年4月～

⚫ 事業部門それぞれに新規事業を立ち上げ、リソースを投入

⚫ ノウハウの共有に課題

⚫ 新規事業の開発に特化した「ビジネスインキュベーションセンター」を新設。各事
業部門から人材が異動し、常駐人員として活動（約40名）

⚫ 事業のR&Dを担う組織としての位置づけ。全社視点で事業開発、ソリューショ
ン開発を推進。相互にノウハウを共有しながら創発を促し、新たなソリューショ
ンの開発にもつなげる

事業セグメント 新規領域

電子部品事業

デバイス IoT＆AIソリューション

コンポーネント

• 自動認識ソリューション

• オフィスソリューション

• エネルギーソリューション

電子・電気機器事業 医療ソリューション

ケミカル事業 自社ブランド化粧品「TAEKO」

IoT & AI
ソリューション

医療
ソリューション

化粧品
（TAEKO）

エネルギー
ソリューション

オフィス
ソリューション

自動認識
ソリューション

New

ビジネス
インキュベーションセンター

創発により新たなソリューション開発を促進



既存 新規

製品・サービス

市
場
・顧
客

新
規

既
存

多角化
市場開拓

2

市場深耕

1

新製品開発

3

ターゲット領域

注力事業の補完・周辺領域、かつ現有資産の活用やシナジー効果の発現が期待できる先を優先

M&A･資本提携による新たな価値の獲得

事業戦略③ 基盤強化戦略 財務・資本戦略

M&A実績

受託分析サービスの
クリアライズを
完全子会社化

株式取得日 2024年9月

事業内容
総合的な受託分析サービス
を提供。化学分析、物性分析、
構造分析、環境分析など

取得目的
現有事業に属さない新規事
業の獲得/既存事業とのシナ
ジー発揮

シナジー
イメージ

•伯東の取引先企業に対する
受託分析事業のクロスセル
提案

•水処理装置の販売（とくに
海外）

製品・技術
サービス

地域・販売
チャネル

人員・知見・
設備

事業間
シナジ―

4つの視点

24



水問題を抱えるインドに排水処理ビジネスを本格展開

M&A･資本提携による新たな価値の獲得

事業戦略③ 基盤強化戦略 財務・資本戦略

25

インドが抱える“水”に関わる社会課題

• 水不足、工業排水による水質汚染問題が深刻

• とくに北インド（デリー、グルガオン）では、排水を100%排出して
はいけないZLD（Zero Liquid Discharge）規制の強化と水不
足による排水リサイクルの需要が高い。一方でローカルの排水処
理装置は設計・性能・品質が低く、装置導入後のトラブルも多い

当社がインドでの独占販売権を有するROCK ENGINEERING社の排水処理
装置、当社独自の排水処理用薬剤及び装置、クリアライズ社の廃水処理システム
を組み合わせ、顧客課題に応じた最適なソリューションをトータルに提供

インド

廃水処理システム「Eleca」
RO膜装置を蒸留装置などの二次処理と
して利用し、ZLD・排水リサイクルを達成

タイに本社・工場を持つメーカー、ROCK 
ENGINEERING社「MVR蒸留濃縮装置」

伯東独自の排水処理用薬剤「ハクトロン」
は汚染水の一次処理に使用することで、
蒸留装置の運用効率が向上（写真左から処
理前、処理後）

リサイクル水は工場内の散水や用水等で使用



継続的・安定的にイネーブラー人材を確保、育成する仕組みづくりを推進

イネーブラーを体現する人材の確保と育成
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事業戦略 基盤強化戦略① 財務・資本戦略

イネーブラー
人材の輩出

多様な人材がいきいきと

活躍できる環境をつくる

ビジョンの実現と変革への

機運を高める
求める人材を再定義する

新たな
組織文化の醸成

社員
ひとりひとりの
成長支援

多様かつ
これまでにない
人材を獲得

⚫ タレントマネジメントシステム

を活用した人材ポートフォリ

オの可視化

⚫ オンライン教育システムの充

実をはじめとした学びの最適

化と自律的な学びの支援

KPI

1人当たり教育・研修費

⚫ イネーブラーを体現する人材

の要件の再定義と、それに基

づく採用活動の展開

⚫ エンジニア / ＤＸ人材といった

高度専門人材へのアプローチ

強化

エンゲージメント指数

女性の管理職比率

理系＆エンジニア人材比率 ビジョン＆Shared Value浸透度

オンライン教育システム 利用率

⚫ Pay for Performanceを
実現する制度の運用強化

⚫ 「伯東ウィメンズカレッジ」を
通じた女性活躍の支援推進

⚫ エンゲージメントサーベイに
よるモニタリングと改善活動

DX関連有資格者数（従業員のうち1割）

⚫ ビジョン＆Shareｄ Ｖａｌｕｅの
理解及び共感の促進とチャレン
ジマインドの醸成

 ワークショップ＆研修
 Shareｄ Ｖａｌｕｅアワード

⚫ ビジョン＆Shared Value共感度
モニタリングと改善活動



従来の社内基盤構築に加え、デジタルを活用した新たな価値を創出

効率化と提供価値の向上を両立するDX

27

顧客

事業戦略 基盤強化戦略② 財務・資本戦略

z

Front（外部）Back（内部）

自社の基盤構築 顧客への価値提供・競争力の向上

IoTとDXを
融合させたサービス

ハード領域
(センサー＋通信モジュール＋回線)

ソフト領域

次世代センサー
持続可能な
IoTインフラ

IT領域/ DX

次世代センサーにてあらゆる情
報をセンシングし、持続可能な
IoTインフラを活用して可視化
及び予兆サービスに参入

▼ 経営判断に貢献、成長加速

• 意思決定の迅速化＆業務プロセス高度
化につながるIT基盤の構築

• 資本の効率化 ：デジタル技術を活用した
運転資本マネジメント

▼ 持続成長支援

• DXを支えるITセキュリティ強化
• デジタル人材の育成

最先端デバイス 可視化・判断高度化 予兆サービス

データ
可視化

AIによる
予測

デジタルで生み出す
価値・環境の提供

▼ 新規売上創出

• DXを活用し、事業部門をつなぐ新たな提
供価値(サービス)の開発

例）IoTとAIを融合させたサービス

▼顧客体験の革新

• 新技術（AI等）を活用した提供価値の強化
• 「モノ」から「体験・価値」の提供



積極的な成長投資と安定的な株主還元を両立

成長と還元のバランスを重視したキャピタルアロケーション

⚫非連続投資
• M＆Aやアライアンスを適宜検討
実行においては有利子負債の調達を想定

新中期経営計画 (2025年度∼2028年度累計)前中期経営計画 (2021年度∼2024年度累計)

⚫戦略投資
• 事業開発投資(半導体・レーザー・エネルギー)

• 工場機能拡張

• 運転資本圧縮、SCM等DX投資

⚫株主還元
• 安定配当を目指し、配当性向に加え、資本配
当率（DOE）による配当下限値設定を実施

• 自己株式の取得についても、財務状況や株価
水準を総合的に判断し、機動的に実施

戦略投資 23億円

キャッシュイン キャッシュアウト

株主還元
220億円借入金の増加

60億円

政策保有株式売却
20億円

営業CF
170億円

M&A 37億円

手元資金他 30億円

キャッシュイン キャッシュアウト

営業CF
210億円

株主還元
160億円

戦略投資
120億円

非連続投資
（M&A等）

レバレッジの活用
（不足分）
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事業戦略 基盤強化戦略 財務・資本戦略①

政策保有株売却
60億円 ⚫政策保有株式

• 残高を純資産比率で11.2％（25.3期）から
２％程度まで縮減



当中期経営計画の遂行による収益性と資本効率の向上により企業価値を高める

資本コストを意識した経営の推進

29

企業価値向上

PBR

ROE

PER

ROICの向上

財務レバレッジの
最適化

資本コストの低減

⚫ 提供価値の複合化による収益向上

⚫ M&A含む成長投資の実施・推進

⚫ 事業ポートフォリオの評価・適宜の見直し

⚫ 運転資本（特に棚卸資産）の効率化

⚫ 政策保有株式の縮減

⚫成長投資とのバランスを鑑みた還元方針

⚫DEレシオ/自己資本比率のコントロール

⚫ IR/SRコミュニケーションの拡充

⚫ ESG他サステナビリティ情報の発信

事業戦略 基盤強化戦略 財務・資本戦略②



50円 60円

160円

280円 280円
26０円

20.3 21.3 22.3 23.3 24.3 25.3 26.3 27.3 28.3 29.3

安定的な増配を目指し、配当性向70%程度に加え、資本配当率（DOE）5%の配当下限値を設定

DOEの導入による安定的な株主還元

200円

配当性向70%（±5％）に加え

配当下限値DOE5%を設定

前中期経営計画 新中期経営計画

DOE5％
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1株当たり配当金

事業戦略 基盤強化戦略 財務・資本戦略③

（期限付き）総還元性向 100％
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セグメント別事業戦略

Part.3



顧客課題を深掘りし、課題解決につながるモノ・コト・情報を複合的に提供

電子部品事業

32

事業領域

半導体デバイス 新規商材開発によるポートフォリオ拡充

⚫ パワー半導体ラインアップ強化

⚫ 新規センサーデバイス＆AI＆IoTによる複合化

⚫ ディスプレイ関連製品のラインアップ強化による複合化

クロスセルによる提供価値の複合化
（半導体・電子部品）

⚫ 社内タスクフォース等で複合化のナレッジをシェア

⚫ 複合的にソリューション提案できる人材と教育の拡充

バリューチェーンにおける領域拡大と強化
（イネーブラーとしての役割拡大）

⚫ 開発・設計支援・QCサポート体制強化

⚫ 自社だけではなく外部との業務＆資本連携も推進

⚫ エンジニアの増員

車載

産業機器

通信＆データセンター

重点戦略

ソリューション

コンポーネント＆モジュール

主要市場



商社機能とメーカー機能を両輪で強化し、最先端の技術サービスも提供

電子・電気機器事業

33

事業領域
重点戦略

FPC＆半導体パッケージの

製造機器市場

分析機器・研究開発用途の

測定機器等の産業機器市場

LiB極板レーザ切断システム

ステッパー（露光装置）

自社ソリューションの一例

化合物半導体・センサー・

電子部品製造装置市場

自動車・EV用バッテリー市場

メーカー機能を活かした自社ソリューションの強化

⚫ AIサーバー用途をはじめとした最先端プリント基板ライン向け装置開発

⚫ 新たなレーザー加工技術を実現する装置開発

⚫ ニッチ領域の半導体装置の新規開発

新規商材によるポートフォリオ拡充

⚫ 生産ライン自動化などの新規商材を強化し、既存商材との組み合わせで提供

⚫ 特徴ある日系メーカーの技術応用と、
当社の販売力及びサポート力を融合した新たな価値提供

エンジニアリング事業の高度化

⚫ IT＆デジタル技術を駆使した当社オリジナルのスマートエンジニアリングサービス
の提供

◼ 事業部門内でスマートエンジニアリングチームを組織化

◼ 他事業部門＆IT部門とのハイブリッド的なサービス創造(事業間シナジー)

⚫ 社内のエンジニア育成のためのデジタル教育の仕組み構築
(＝イネーブラー育成の一環)

⚫ 熊本サービスセンター以外の新たなサービス拠点展開



薬品プラスアルファの価値提供を推進

ケミカル事業

34

事業領域 重点戦略

環境・エネルギー、電子産業、
ライフサイエンス領域で新事業を創出

⚫ 水処理：「装置(新規獲得商材・クリアライズ等)」＋「自社のコア技術を活かした
薬品」の組み合わせによる当社オリジナルの排水ソリューションの提供

⚫ 電子産業：「装置」＋「自社のコア技術を活かした薬品」の組み合わせで、当社オ
リジナルの価値を提供

⚫ ライフサイエンス：新規化粧品基材や産業向けバイオポリマーの開発。大学など
外部機関との連携を開始

既存事業のソリューション強化・拡充

⚫ カーボンニュートラルの推進や水素・アンモニアの活用など、既存顧客が抱える
課題に対する新たなソリューションの開発

⚫ 自社製品の開発に加え、クリアライズ社が有する分析メニュー等との組み合わ
せによる複合的な提案

⚫ AIを活用した薬品開発

⚫ 工場のDX化の推進（調達活動など）

既存領域

石油化学・紙パルプ・

自動車・化粧品

新規領域

環境・電子産業・

ライフサイエンス

微生物由来の「アルカリゲネス産生多糖体」は
当社オリジナルの化粧品基材

水処理領域は国内に加え海外販路開拓を推進
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本資料にて記載されているデータ及び将来に関する記述は、当

社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の

前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により変化す

る可能性があります。 従いまして、本資料は記載された目標・予

想の達成及び将来の業績を保証するものではありません。

IRに関するお問合せ先

経営企画部 Tel.03-3225-8931


